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　また、国際環境NGO のFoE Japan の別の試算と予想によれば、今回の福
島原発事故による損害費用は48兆円という数字も示されている。もし、損害費
用が48兆円の場合は原発の発電コストは１キロワット当たり16円になるとい
う試算も紹介している。この国際環境NGOの福島原発事故の経済的損失と負
担についての2011年10月の政府批判「声明：原子力発電コスト過小評価に異議
　原発事故損害費用は桁違い！」は、その後の経過をみると的確であり、その
批判的試算の方が現実的数字であることが確認できる。43
　福島原発事故後、これまでの経済産業省のなかにあった原子力安全・保安院
は解体され、環境省の新たな外局として2012年９月に原子力規制委員会が発足
した。原子力規制委員会は原発の新規制基準を策定し、地震や津波から原発を
守るために全国の原発の安全対策強化を求めた。その結果、電力各社が原子力
発電所の安全対策に投じる追加費用は、原発を持たない沖縄電力を除く10社合
計で総額２兆2000億円に達することが明らかになった。新規制基準の施行時
の2013年７月時点での10社の安全対策費用は総額約１兆5000億円であったが、
約1.5倍に膨らんだ。たとえば、九州電力は2014年４月、規制委員会が優先審
査の対象とした鹿児島県の川内原発の１・２号機の海水ポンプを津波から守る
防護壁の建設などのため、安全対策費用を1000億円上積みした。新潟県の柏崎
刈羽原発６・７号機が審査中の東京電力も、事故時に放射性物質の流出を抑え
るフィルター付き排気（ベント）設備の設置や火災対策の強化などを求められ、
3200億円としてきた費用を4700億円に増額した。2014年２月に静岡県の浜岡
原発４号機の審査を申請した中部電力も防護壁の建設や配管の補強工事などを
進めた結果、安全費用は3000億円となり、2013年７月時点から倍増した。44
　このように、福島原発事故後は、原子力規制委員会が発足し、原発の新規制
基準を施行して原発施設の安全強化のため追加投資させているが、この追加投
資はやがて各社の電力料金に反映され、国民負担となる。また、これで原発の
安全は完全に保証されたわけではない。新規制基準はもっぱら原発施設に関係
するものであり、原発事故発生時の住民の避難計画は含まれておらず、それに
関係する費用は計画外である。また、大規模な火山噴火による原発施設の被害
もまったく想定されていない。
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　さて、福島原発事故の被害は経済的損失だけではない。原発事故によって居
住地域を追われて苦しい避難生活で健康を失い死亡した住民、あるいは自死に
追い込まれた住民のことも忘れてはならない。福島県の発表によれば、2014年
３月７日現在、福島県内で津波と地震の直接の影響によって死亡した人は1603
人、これに対して、避難の長期化に伴って体調を崩すなどして死亡し、「震災
関連死」に認定された人は1671人であり、「直接死」より上回っていた。福島
県の「震災関連死」の人数は宮城と岩手の合計よりも多く、このことは、震災
の要因以外に、原発事故によって多くの人がふるさとを追われ、見知らぬ土地
で先行きの見えない避難生活を送るという、福島県特有の状況も大きく影響し
ているとみられる。45
４　原発の経済性
　最後に、原発の経済性について少し言及する。原発の経済性については、一
つには原発の発電コスト、二つには原発の政策的社会的コストの二つの面から
の分析が必要である。46
　原発の発電コストについて、政府が公表した発電コストについての数字をみ
ると、2004年に経済産業省総合資源エネルギー調査会がまとめたものがある。
それによると、１キロワット時当たりの発電コストは、原子力が5.3円、水力
が11.9円、石油火力が10.7円、LNG火力が6.2円、石炭火力が5.7円であり、こ
の数字では確かに原子力の5.3円が一番安いものとなっている。
　しかし、大島堅一（立命館大学教授）は、1970年度から2007年度までの電
力会社の発電費用についての試算を公表している。その試算は「有価証券報告
総覧」や国の1970年度から2007年度の予算を基にした実績値を計算したもの
である。大島試算によれば、発電の１キロワット時当たりのそれぞれの数字に
ついてみると、原発の発電コストは10.68円、火力が9.90円、水力が7.26円、一
般水力が3.98円、揚水が53.14円、原子力プラス揚水が12.23円であった。つま
り、前の経済産業省の原発の計算値の5.3円の約２倍が実際の原発の経済コス
トであった。ただし、それには事故の場合の被害額と損害補償額を含んでいな
い数字である。47
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　2004年の経済産業省が公表した計算にはいくつかの問題点が指摘されてい
る。すなわち、第一に、原発の設備利用率を高く見積もっていること（80％の
設備利用率、40年運転）、第二に、原発に対する各種の財政的負担を計算に入
れていないこと、第三に、発電後の使用済み核燃料の処分費用（原発のバック
エンド費用、いわゆる「後始末費用」）について甘く想定していることである。
　第一の原発の設備利用率（稼働率）についてみると、日本は他の先進国と比
較すると著しく低かった。次の図７は、1985年から2008年までの各国の原発
の稼働率の推移を示したものである。
図７）各国の原発の稼働率（1985－2008年）
出所）朝日新聞 GLOBE より。（2015年１月14日）
http://globe.asahi.com/feature/100802/memo/04.html
　図７からわかるように、日本の原発の稼働率は、1990年代後半が80％程度で
あるが、それ以外は、50％台後半から60％台前半で推移し、他の先進国（アメ
リカ、フランス、ドイツ、韓国）と比較する著しく低かったことが確認できる。
　第二の各種の財政的負担（政策的コスト）のなかでも、原発推進政策のために
地方自治体流れた「原発マネー」は、1974年に制定された「電源三法」（電源開
発促進税法、電源開発促進対策特別会計法、発電用施設周辺地域整備法の総称）
によって国から莫大な交付金が転がり込む仕組みとなっていた。毎日新聞の調
査（2011年８月19日付の記事）によれば、1966年以降の「原発マネー」は総額約
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２兆5000億円であった。また、2012年２月６日のNHKの報道（および2012年３
月８日放映NHKスペシャル「調査報告　原発マネー　３兆円は地域をどう変え
たか？」）によれば、原発や関連施設のある13の県と北海道、それに30の市町村
合わせて44の立地自治体を取材したところ、その総額は、原発の建設が始まった
昭和40年代（1960年代半ば以降）から、これまでに少なくとも３兆1120億円に上っ
ており、自治体への電力会社からの寄付金も1600億円を超えていた。48
　第三の原発のバックエンド費用（原発の後始末費用）は一体どのくらい必要と
されるのか。これは原発の政策的社会的コストの重要な一つである。政府の2004
年の報告書（総合資源エネルギー調査会電気事業分科会コスト等検討小委員会）
によれば18兆8000億円とする推計額がすでに出されているが、その政府推計は非
常に楽観的過ぎるものであるという批判がある。たとえば、別の試算では、40年
間で推計74兆円である。しかし、最大の問題は、実際の原発の後始末は、40年間
では済まないということである。実際には、原発の核廃棄物の最終処分には数百
年単位、数千年単位、数万年単位の時間が必要である。その社会的費用はどのく
らいになるか。それはあまりに巨額すぎて計算不可能である。49
　さらに、原発の政策的社会的コストについてみると、まだまだ残されたもの
がある。その一つは、福島原発事故による損害賠償や除染作業を含む事故費用
（事故コスト）であり、二つには原発の「新安全基準」を満たす「安全対策費用」
であり、三つには50基の既存原発の今後の廃炉費用である。
　政府は東電に対して１兆円（2012年５月現在）の資本注入を行った。東電に
よれば、事故収束に10兆円（2013年３月現在）が必要とされている。しかし、
福島原発事故の除染費用、廃炉費用は不透明で不確実であり、前にみたように、
損害賠償を含む事故費用総額は少なくとも11兆円以上かかり、現実的には20兆
円を超える可能性が高い。
　また、原発の「新基準」を満たす「安全工事費用」は2012年７月の見込みで
は最低１兆円が必要とされていたが、前にみたように、その後その費用はかさ
み電力会社10社の安全対策工事の追加費用は約２兆2000億円に達する。さら
に、日本の50基の既存原発の今後の廃炉費用については、現在のところまった
く不確定である。
－ 36 －
　したがって、「原発の経済性」を多面的に考察したところ、日本国民にとって、
人類にとって、中長期の視点に立てば、原発はまったく割に合わない巨大科学
技術産業であることが明確である。
おわりに
　2014年12月の総選挙の結果、第３次安倍政権が発足したが、これから４年間
は日本の将来にとって重要な時期となることは簡単に予想できる。戦後70年間
にわたって、日本は先進国のなかでも一度も戦争に直接参加したことのない「平
和国家」であった。そのことは世界に対して日本の誇りであると断言できる。
　しかし、1945年の人類史初の広島の原爆（核）投下による被害、その直後の
長崎の原爆（核）投下による被害、1986年の旧ソ連のチェルノブイリ原発事故
の発生、2011年の福島原発事故の発生によって、人類は核の深刻な被害を４回
も経験した。そのうち、日本は、広島、長崎、福島と３回も核の被害を経験し
たのである。
　それゆえ、日本国民は世界のなかでも核の問題（核の軍事利用および核の平
和利用）を真剣に受け止め、考え続ける必要がある。
　残された日本が直面する問題として日本の原発輸出があるが、それについて
は別の機会に考察する予定である。
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